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Ⅰ 研究の目的 

１ 自閉症児の変化への適応と支援 

進級や進学という経年による「たて」の変化を迎え

るとき、自閉症児にはその障害特性から大きな困難が

伴う（杉山,2007）。しかし、言い換えると新しい環境

への適応という明確な目標を関係者間でも共有しや

すい時期でもある。子どもたちは家庭、学校、地域、

医療、療育などと複数の環境で過ごしており、｢個別

の教育支援計画｣は、そうした子どもを中心としてつ

ながった｢よこ｣の連携を、｢たて｣につなぐための有効

な手立てとなることをめざすものである。しかし、現

状では多くの課題が指摘され、十分に活用されている

とはいえない。移行時に、先の共通目標を達成するた

めに、各機関の支援の評価を共有し、移行に伴い予想

される行動上の問題とその解決法を導き出し、支援の

役割分担を行うことができれば、自閉症児は大きな変

化にもスムーズに適応できるのではないだろうか。そ

こで、本研究では、自閉症児２名に対して、学部移行

期に予想される行動問題と支援について関係者の連

携を試みる。関係機関の「よこ」の支援は自閉症児の

「たて」の移行と関係者の支援にどのような影響を与

えるのかを明らかにする。 

Ⅱ 研究の方法 

対象児は2名の自閉症児であった。年度末と夏休み

の支援会議を基に移行期の支援を行った。 

１ 対象児Ａ 

 指導開始時、知的障害特別支援学校小学部６年に在

籍する 12 歳９か月の男児。自閉傾向を伴う広汎性発

達障害の診断を受けていた。日常生活面で習慣となる

ことは大人の指示に従って行動することができた。音

声言語での意志伝達は限定されていた。 

２ 対象児Ｂ 

指導開始時、知的障害特別支援学校中学部の第３学

年に在籍する 15 歳６か月の男児。自閉症・知的障害

の診断を受けていた。ものの名前や日常生活面での簡

単な指示は理解し、身辺処理もほぼ自立していた。音

声言語での要求表現がみられた。 

３ 支援会議①の方法 

「個別の教育支援計画」の評価を共有し、移行期の

行動問題の低減を目的として支援会議を行った。 

１）支援会議①の目的 

（１）各機関の１年間の支援の評価と共通理解 

（２）予想される行動問題と有効と思われる支援 

（３）移行を支える支援方針と各関係者の役割分担 

２）支援会議①の日時・場所・出席者 

３学期（Ａ児）、春休み（Ｂ児）に学校で行った。Ａ

児の出席者は５名、Ｂ児は７名であった。出欠票に意

見欄を設け、欠席者とも意見・会議録を共有した。 

４ 支援会議②の方法 

移行期の支援の評価と改善について協議した。 

１）支援会議②の目的 

（１）各機関の支援の評価の共通理解 

（２）役割分担した支援の改善に関する協議 

２）支援会議②の日時・場所・出席者 

支援会議②は夏休み中に学校で行い、出席者はＡ児

８名で、Ｂ児９名であった。 

５ 支援会議①の決定事項 

以下の項目について各機関で役割を分担した。 

１）Ａ児 

有効と思われる学習や支援は以下の６点であった。

①ものの名前の理解を高める学習、②指さしによる要

求、③ＮＯを手を振って示す、④初めてのこと受け入

れる練習、⑤一人遊びの時間を短くする、⑥学習活動

内容と指導方法を確実に引き継ぐ。 

２）Ｂ児 

有効と思われる学習や支援は以下の６点であった。

①好みの描画の時間と係仕事の増設、②集団活動への

参加ペースを自ら決める、③パニックの兆候を見取り

場所を変更する、④パニックの兆候を見取り服薬する、

⑤サポーター・ノート（へルパー間の連絡帳）の試行、

⑥ 新旧担任間の面談による指導の引き継ぎ 

６ 観察・分析方法 

３月から 11 月までの間、両児の学校と家庭での行

動問題の出現を事象記録法により記録した。Ａ児は指

さしによる要求行動およびＮＯサインを、Ｂ児は、50

分間の授業中にみられる離席の持続時間と回数、週末
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の外出時の行動問題を同様に記録した。各行動の一日

当たりの出現頻度を算出し２週間ごとにまとめた。 

７ アンケート 

1 月に両児の関係者を対象とし、支援会議に基づく

支援や連携についてアンケートを行った。 

Ⅲ 結果 

１ 対象児の行動変容 

Ａ児の行動問題は、大幅な増幅はみられなかった。

指さしによる要求は、関係者の誘導により最初は学校

と療育機関で出現し、続いて家庭で出現した。自発的

な指さしがみられた後、特に家庭では誘導による指さ

しはみられなくなった。家庭と学校で取り組んだＮＯ

サインは、25 週目に自発的に出現した。22 週目に支

援会議②が行われた後で、夏休み中のことであった。 

学校でのＮＯサインは、支援会議①を行った3週目

からすぐに誘導により出現した。学校では 15 週目に

自発的なＮＯを示す手の振りが誘導の手の振りを上回

った。家庭での自発的なＮＯサインが1日平均５回と

高頻度であった 33 週目は、運動会時期であり、行動

問題も最も高い頻度を示した。 

Ｂ児の行動問題は、1学期に学校で高頻度にみられ、

２学期半減した。集団授業において最も離席時間が長

かったのは、学校公開の日で、別室での指導となった。

１学期に離席回数が８～９回と多い日があったが、合

計離席時間の平均は 10 分間を越えず、教室内で授業

に参加することができた。ヘルパーとの外出中の行動

問題は、学校での離席の回数が高い頃と同じ9週目に

出現頻度が高く、支援会議②以降は増えなかった。 

２ アンケートの結果 

Ａ児は９名に依頼し全員から、Ｂ児は19名に依頼し

14名から回答を得た。 

１）支援会議①について 

移行期の自閉症児の支援を連携により行うことは肯

定的にとらえられた。支援会議の欠席者も文書により

支援を共有し、出欠による支援の実施に差はみられな

かった。行動問題への具体的な予防策や環境調整の実

施率は高く、Ｂ児の関係者の92％が行った。Ａ児の「適

切な表現を指導した」が 77％、「意思を尊重する場面

を増やした」と「行動問題が起きない状況で本人をほ

めた」が66％と多かった。また、回答から支援会議①

後に、関係者間の連携が行われ、支援会議①の資料は

新たな関係者や他のケースへの支援の有効な資料とな

ると考えられたことがわかった。 

Ⅳ 考察 

自閉症児の移行を支える関係者の連携が本人の行動

と関係者に与える影響について考察した。 

１ Ａ児の指さしとＮＯサイン 

Ａ児の行動問題が増幅しなかったことは、支援会議

①で行動問題の背景にあるとされたＡ児の意思表示の

弱さを高めるために、各機関の評価を基に導き出した

支援が各機関で実施されたことによるものと考えられ

た。Ａ児の指さしもＮＯサインもまずは学校や療育機

関で出現し、家庭で定着しつつあると考えられ、移行

を考慮し各機関の特徴を生かした役割分担がなされた

ことが行動の変容と結びついたと考えられた。ものの

名前を確実にすることを目標とした支援も各機関で実

施され、アンケートに担任は個別学習課題のステップ

アップにつながったと回答した。このことからも、「た

て」の変化を契機として「よこ」が連携した結果、「よ

こ」の支援がたてにつながるだけでなく、「よこ」同士

の連携の強化と各機関の支援の向上を促す可能性が示

唆された。また、支援会議②によって支援が改善され

Ａ児の行動変化につながったことから「たて」の変化

への支援を共有することも各機関の支援の向上につな

がる可能性があると考えられた。 

２ Ｂ児の環境設定とサポーター･ノート 

支援会議①とサポーター・ノートをきっかけに新旧

担任間の「たて」とヘルパーを中心とした「よこ」の

連携が行われたといえた。1 学期のＢ児の行動問題は

少なくはなかったが、２学期以降の学校での行動問題

が半減したこととサポーター・ノート開始後の行動問

題が増幅していないことは、パニックの要因やコミュ

ニケーションのとり方を関係者が共有したことによる

成果と考えられた。 

３ 「個別の教育支援計画」の活用方法 

 支援会議は緊急な課題があった場合に実施されるこ

とが多い（障害児個別支援計画研究協議会，2008）。本

研究では、自閉症児の学部移行期の行動問題の予防に

焦点を当てて支援を行った。結果、学部移行期の支援

という具体的な目標を立てたことにより、各機関の支

援の評価が各機関の特徴を生かした具体的な役割分担

につながり、支援が実施・評価された。「よこ」の連携

は「たて」の支援を構築するのみならず、各機関の支

援の向上を促すことがわかった。よって、ここに問題

を未然に防ぐための「個別の教育支援計画」の活用方

法の意義が見いだされたと考えられた。 
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